森越清彦・弁護団共同代表の不当判決の解説
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責・大間訴訟の会事務局　2018年6月16日

１．準備書面で指摘しさらに証人尋問を行って証拠調べをした、大間北方沖の巨大な活断層、いわゆる
『満久断層』の存在とその及ぼす地震動の影響について、函館地裁判決は判断していない。
　　→　原子力規制委員会での審査の中で、被告電源開発は『満久断層』の存在を否定できる
証拠の提出を求められても、２０１８年３月においても提出していない。
本裁判においても、その存在を否定する証拠の提出は結審（２０１７年６月）までに
されないままであった。
　　→　存在が否定されていないにもかかわらず、『満久断層』の存在とその及ぼす地震動の
影響について、函館地裁は判断していない。
　⇒　建設差し止めを求める行政訴訟においては、不当な判決である。

２．『原発の安全性』は審査しないという原子力規制委員会の役割を、函館地裁判決は誤った判断を
している。
　　→　前及び現・規制委員長も言っているように、規制委員会での審査は『原発の安全性』を
審査しているのではない。「新規制基準」に合致しているかの審査である。
→　この点、函館地裁判決は、「規制委員会以外の機関が安全性を審査することは予定して
いない」、と誤った判断をしている。
⇒　「『原発の安全性』を裁判所は判断できない」、「現時点で重大事故の具体的危険性は直ちに
認められない」という函館地裁判決は、『原発の安全性』を誰が、いつ、判断するのかを
明示しておらず、不当な判決である。

３．避難計画を含む『防災計画』について、函館地裁判決は誤った判断をしている。
　→　敷地外の避難計画を含む『防災計画』は、「新規制基準」には含まれていないにもかかわ
　　らず、「規制委員会等がその作成や修正を求めることができる」と誤った判断をしている。


　そのほか、「大間原発は不要である！」として、次のように述べました。
· 安全対策には、今後３千億円後半の費用の見込み。
· ＭＯＸ燃料の高騰（燃料棒１本が１０億円以上の見込み）で、巨額の費用負担が電気料金で国民へ！
など、経済的に見合わないことは明らかである。
粘り強く、裁判で闘っていきます。会員のみなさん、頑張りましょう！！
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